
我が国が世界をリードする太陽光発電／省エネ技術の普及により、アジア諸国のエネルギーセキュリティの確保と
持続可能な発展を実現する

目 標

アジアの近未来予測

エネルギー需要は今後も急増

原油生産のピークが見通され、
資源の争奪が激化

南アジア等一部地域では電気へ
のアクセスのない人々が

依然多数存在

脱石油／脱温暖化の社
会経済システムを定着さ

せることが不可欠

従来型のエネルギー利用
では、資源の枯渇を早め

気候変動を深刻化

省エネ機器

日本54%

太陽電池
（生産世界一）

我が国の技術

遠隔地での教育・人材
育成に必要な情報・
教育インフラ向けに
分散型電源が不可欠

アクション２アクション２ アジア・ソーラー大作戦アジア・ソーラー大作戦
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アジア・ソーラー大作戦

我が国ODAの

戦略的重点投入

生活水準の向上
教育・通信環境の改善
人材育成

CDM化を支援し、

事業性の向上

農村の太陽光(PV)電化によ

る地域開発プロジェクト

貧困の半減など
国連ミレニアム

開発目標
(MDGs)

達成への貢献

太
陽
光
発
電
技
術

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
器
技
術

例 高効率蛍光灯で白熱灯5000
万灯を代替(約500億円)すると、
250万kWの電力需要を抑制

エネルギー需要抑制のための省
エネ機器導入プロジェクト

再生可能エネルギー
普及政策の整備

省エネルギー政策の整備

政策投資金融による
我が国企業のアジア進

出の支援

2008年 本邦技術を活用したPV電化／省エネ機器導入プロジェクトの開始
アジアでの需要の喚起・維持拡大

2010年 アジアの無電化村の解消
アジア各国で省エネ機器普及率を大幅アップ（例：蛍光灯普及で電力需要を抑制）

我が国の
京都議定書
遵守に貢献

CDM化促進

のための国
際ルールを

提案

50万kW級火力発電所5基の
建設費用約2500億円を節約

クレ
ジット
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